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事
業
概
要

削
減
効
果

• 太陽光発電等の再エネ発電所に併設型の蓄電システムを導⼊し、適時適切な余剰電⼒の充放電を⾏う。

• オフピーク時の余剰電⼒を蓄電し、ピーク時や再エネ発電ができないタイミングで放電することで、天候や時間帯などの需給の変動
に柔軟に対応し、再エネ電⼒の利⽤効率向上や安定供給を実現する。

2040年度までに
約２万t-CO2の
削減貢献

現
状
と
課
題

• 2023年度の出力制御実績（出力制御率：年間制御電力量／年間総需要）は12.9億kWhと他地域に比べて高い。
九州エリア：12.9億kWh（8.3％）

※上記の出力制御実績は、九州エリア全体での再エネ電力量のうち5.3％（12.9億kWh/243億kWh）に相当

• 福岡市では15.7億kWh/年×5.3％＝8,321万kWh/年
⇒8,321万kWh/年÷365＝22.8万kWh （福岡市の１日当たりの出力制御目安）

▽算出の考え方

（見込まれる効果） 再エネ電⼒の蓄電・利用により、化⽯燃料発電所の稼働を抑えることで、GHGの排出が⼤幅に削減
再エネ電⼒の供給が安定化することにより、将来的にはRE100（再エネ100％）の実現に寄与

系統用蓄電池の導入を進め、系統の安定化を図り、再エネの導⼊を加速

■主な取組み（出力制御対策（系統蓄電池等による再エネの有効活用））

• 福岡市における出力抑制実績（8,321万kWh/年）をゼロにした場合の削減値

削
減
効
果

2040年度に
約1万t-CO2の削減貢献

事
業
概
要

• 西部水処理センターでバイオマス資源である下水汚泥を
 固形燃料化し、石炭の代替燃料等として活用。

• 市外使用で化石燃料の使用量削減に貢献。

■主な取組み（下水汚泥の固形燃料化）

（R3.2.1供用開始）

第５章 ロードマップ（対策・施策）

吸収・削減貢献
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事
業
概
要

• 福岡市と福岡大学が共同開発した廃棄物埋立技術。CO2の28倍の温室効果があるメタンの発生を抑制する。
• 環境省の最終処分場指針に日本の標準構造として定められている。

実
績

• 世界21か国で導入（2025年5月時点）

福
岡
方
式
の
仕
組
み

さらなる海外普及により途上国等における脱炭素化推進に取り組み削減貢献量の増加を目指す。

削
減
効
果

削減貢献量（想定・数値は累積量）
約25.5万t-CO2（２か国）

ミャンマー（総量約25万t-CO2）、チュニジア（総量約0.5万t-CO2）
※その他の国について面積等基礎データ確認中

▽内訳

■主な取組み（廃棄物埋立技術「福岡方式」の海外展開）

※海外における温室効果ガスの削減貢献量については、国の地球温暖化対策計画において、累積量を目標値  (二国間クレジット制度：
 2040年度までの累積で２億ｔ-CO2)としているため、福岡方式による海外削減貢献量についても累積量を記載するもの。

第５章 ロードマップ（対策・施策）

吸収・削減貢献
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■CO2分離・回収技術・ＤＡＣ
( Direct Air Capture )

地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定からの抜粋）

『DACはCO2回収プロセスにおいて多量のエネルギーを消費
することから、省エネルギー・低コスト化に向けた革新的な研
究開発を推進する。我が国の優れた技術の国内外での活
用を推進することで、我が国のみならず世界全体の脱炭素
化に貢献するとともに、産業競争力の向上にも寄与する。 』

■CO2回収・有効利用・貯留
ＣＣＵＳ (Carbon dioxide Capture,

Utilization and Storage )
地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定からの抜粋）

『人工光合成やメタネーションを含むCCUS/カーボンリサイクル、
水素等の革新的イノベーションを強力に推進する。 』
『CCUSは、（中略）脱炭素化が難しい分野や発電所等で発
生したCO2を地中貯留・有効利用することで、電化や水素等を
活用した非化石転換では脱炭素化が困難な分野において脱炭
素化を実現できるため、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭
素の同時実現に不可欠であり、取組を進める。』

九州大学発スタートアップ
Carbon Xtract株式会社 （2023年５月設立）

膜DAC技術を⽤いた⼩型ハウス向けCO₂施⽤装置

九州大学発スタートアップ
株式会社ＪＣＣＬ （2020年12月設立）

同社が製品化したCO₂分離・回収装置（VPSA1）

吸収・削減貢献
■主な取組み（CO2吸収・削減貢献に関する先端技術）

第５章 ロードマップ（対策・施策）
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■CO₂吸収建材
地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定からの抜粋）

『CO₂吸収型コンクリートによる温室効果ガスの吸収・固定量
の算定方法については、一部を除き確立していないことから、これ
らの算定方法を確立し、我が国の温室効果ガス排出・吸収目
録（インベントリ）への反映を進めるとともに、技術開発、Ｊ－
クレジット化の検討、地球温暖化対策推進法に基づく「政府が
その事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため
実行すべき措置について定める計画」（中略）等に基づく公共
調達による販路拡大により、2030年には、既存コンクリートと
同価格を目指す。』

CO2削減イメージ

3つの方向性でCO2削減量を最大化

■人工光合成

人工光合成の社会実装ロードマップ（令和７年９月環境省発表資料より抜粋）

CCU技術の一つである人工光合成は、太陽光のエネルギーと水・CO2
から燃料や化学品を生成する革新的な技術である。現時点では研究・
開発段階の要素技術も多いが、我が国は世界トップクラスの技術力を
有している。この優位性を活かし、コスト低減やスケールアップ、制度設
計、社会受容など多くの課題を克服しながら、中長期的視野で社会実
装を進めることで、脱炭素にとどまらず、エネルギー安全保障や産業競争
力の強化にもつなげることが可能となる。

九州大学が光バイオ触媒で空気と水から
アンモニアと水素の合成に成功。

取組み事例

出典）経済産業省、九州大学「光バイオ触媒で空気と水からアンモニアと水素 同時の合成に成功」

吸収・削減貢献
■主な取組み（CO2吸収・削減貢献に関する先端技術）

第５章 ロードマップ（対策・施策）
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■国等の動き（目標・施策）

・３Ｒ＋Renewableをはじめとする資源循環の取組み推進による循環経済（サーキュラーエコノミー）
への移行

・廃プラスチック、廃油のリサイクル推進 など

■削減目安

その他（廃棄物部門）

▲12％（▲3万t-CO2）

2013年度

26万t-CO2 

2023年度（実績）

30万t-CO2 

2030年度までに▲3万t削減（2013年度比）

2030年度

23万t-CO2

基本施策 主な取組み 成果指標、参考指標

①廃棄物の減量
・循環のまち・ふくおか推進プラン
に基づく取組み

★プラスチックリサイクルの推進
☆ペットボトル水平リサイクルの推進
☆廃食用油の有効活用
・ごみの焼却処理におけるＣＯ２削減 等

○ごみ処理量（2023年度：50.5万トン）
○市民1人1日あたりの家庭ごみ処理量
（2023年度：458g/人・日）
・家庭系プラスチックごみの焼却量
（2023年度：4.9万トン）②資源循環の推進

★新規 ☆拡充 〇現計画の成果指標■市民・事業者・市が取り組む基本施策・取組みの方向性 （案）

第５章 ロードマップ（対策・施策）

2040年度
一般廃棄物処理計画の改定

を踏まえ設定
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ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

事
業
概
要

• プラスチックリサイクルの推進（R9.2月分別収集開始）や廃食用油の有効活用、ごみの焼却処理におけるＣＯ２削減
に取組み、温室効果ガス削減などにより脱炭素化を行う。

2025 2030 2040 2050

資源循環の
計画策定

国目標

構想・計画の適宜更新循環のまち・ふくおか推進プラン
（第２期 実行計画）

2050年カーボンニュートラル・３R+Renewableの実現★
容器包装の６割をﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ

使用済ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ100％ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ

その他（廃棄物部門）
■主な取組み

循環のまち・ふくおか推進プラン
（第１期 実行計画）

プラスチック回収量倍増

第５章 ロードマップ（対策・施策）

プラスチックリサイクル
の推進 ★家庭用プラスチック分別収集開始（2027年２月～）

廃食用油の
有効活用

バイオ燃料への有効活用等

ごみの焼却処理に
おけるＣＯ２削減

事業者との連携強化

廃食油の回収拠点の拡大

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙの仕組み検討

清掃工場におけるごみ焼却熱の有効利用、熱回収の高効率化

※分別収集等の施策未実施の場合と比較

2040年度までに約7.3万t-CO2削減

大規模事業者による回収

AI活用の分別ｻｰﾋﾞｽの実証実験

戸別収集モデル事業

ペットボトル水平リサイクルの推進

プラスチックリサイクルのあり方検討
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浸水対策事業
• 「雨水整備レインボープラン天神」第２期事業：雨水管の整備（中部６号幹線等）
• 「雨水整備Doプラン2026」：雨水管や側溝等の整備（令和7年度末、28地区完了予定）

災害時の電力確保
• 公民館など指定避難所（170か所）にEVからの電力を供給可能とする設備を整備
• 災害等による停電時には、EV庁用車や災害時連携協定締結の自動車メーカーのEVを「動く蓄電池」

として活用し、避難所における電力確保を図る
• 市清掃工場のCO2フリー電力での充電による継続性の確保、エネルギーの地産地消を推進

市民生活（防災）

電気自動車から公民館への給電（イメージ）

自然災害

暑さ指数情報、熱中症警戒アラート等の情報発信
• LINEや防災メール、HPを用いて暑さ指数の予測情報や熱中症警戒アラートの発表状況等に基づき、
 警戒レベルに応じた注意喚起を実施

クールシェアふくおかの実施
• 外出時に無理せず涼み処でひと休みして熱中症を予防するクールシェアふくおかを実施
【涼み処協力施設】
公民館等の公共施設、薬局等の民間施設（令和７年度9月末時点、872施設）

健康

健康

主
要
な
取
り
組
み

事
業
概
要

• 気候変動の影響に対応するため、自然災害リスクに対する防災・減災対策の強化、熱中症予防などの生活環境の
 変化への適応策を推進する。

その他（温暖化による影響の回避・低減（適応策））
第５章 ロードマップ（対策・施策）
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65％～
70%削減

2013年度 2023年度 2030年度 2050年度

467万
t-CO2

現在の目標

電源構成の
変化による削減

国施策の
実施による削減

2040年度
実質ゼロ

目標73%削減

目標80％削減
～87％削減

電源構成と国施策により
国目標である73％削減

市独自の取組みにより
7%～14%削減

935万
t-CO2

目標設定の考え方
直線的な経路での削減を進めるとともに、技術革新及びその
社会実装の不確実性や国の柔軟な見直し方針も踏まえ、
2040年度目標は、幅を持たせた目標設定を行う

削減施策の内訳
2040年度までに排出係数が0.25t-CO2/MWhま
で低下し、電気由来CO2が削減されると想定
省エネ導入、ZEB・ZEH化促進、廃棄物の分別促
進等の取組みを実施
脱炭素先行地域の取組み、再エネ導入、CCUS等
新たな技術の実装等を実施

電源構成

国施策

独自施策

656万
t-CO2

50％
削減

残り120-180万tの
排出量については、
削減貢献量によって
実質ゼロを達成

2040年度に向けた新たな目標

市独自の
取組みによる削減

■2040年度に向けた長期ロードマップ
達成済み

30％
削減済

温室効果ガスの吸収、削減貢献量

直線的な経路での削減

第５章 ロードマップ（対策・施策）
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■将来の絵姿（イメージ案）

ペロブスカイト太陽電池

Smart Home

脱炭素先行地域（ペロブスカイト太陽電池）
• 再エネの導入余地がない福岡市では、従来型で
は設置できなかった軽量屋根や壁面にも設置可
能なペロブスカイト太陽電池を導入

• 日常のあらゆるシーンでCO2フリー電力を使用する
脱炭素型ライフスタイルを実現

CO2フリー電力で
運行する地下鉄で
地球にやさしい移動を

日常で使う電力を
CO2フリー電力へ

商業施設

ペロブスカイト太陽電池や
市の清掃工場由来のCO2
フリー電力を活用

休日

平日

系統用蓄電池等

ZEB化オフィス

使わない再エネ電力
は蓄電池へ蓄電や蓄熱

オフィスの屋上に取り付けた
ペロブスカイト太陽電池で
CO2フリー電力を自家発電

市の特性を活かした再エネ導入

• 下水バイオガス等から生成した水素をFCVなど市
民生活の中で活用

• 博多湾の特性を活かした海洋再エネ等も取り入れ
ることで身近な生活でのCO2フリーを実現

H2

水素ステーション FCV

資源としてのCO2の利活用

• 先端技術（カーボンリサイクル・DAC・
CCUS）の導入により、CO2を新たな資
源として有効活用していく、近未来的な
カーボンニュートラル都市を実現

水素エネルギーを
身近な生活の中で活用

水素製造施設

H2

CO2貯蓄システム

「CCS」技術によって
海中地下にCO2を貯蓄

蓄電池や蓄熱を活用したエネルギーマネジメント

• 出力制御が多い福岡市では、その対策として、電
力需要の少ない時間帯に電力を蓄電、蓄熱

• 出力制御を減らし再エネの有効活用を推進

CO2

メタネーション施設

カーボンリサイクルで
CO2から生成した
燃料を空調等に活用

「DAC」技術によって
オフィス中のCO2を回収

回収した
下水汚泥から
水素を生成

CO2

第５章 ロードマップ（対策・施策）
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